
　

こ
れ
ま
で
数
回
に
渡
り
、広
報
誌

を
通
じ
て
、留
萌
市
の
財
政
状
況
に

つ
い
て
お
知
ら
せ
し
て
き
ま
し
た
が
、

今
回
は
、「
再
建
計
画
の
大
枠
」を
み

な
さ
ん
に
お
知
ら
せ
す
る
た
め
に
、

市
と
し
て
考
え
ら
れ
る
財
政
再
建
策

を
現
段
階
で「
素
案
」と
し
て
ま
と
め

ま
し
た
。

　

こ
の「
素
案
」を
ご
覧
い
た
だ
き
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
手
続
き
に
よ

り
市
民
の
み
な
さ
ん
の
ご
意
見
を
い

た
だ
き
な
が
ら
、計
画
の
策
定
に
向

け
て
、さ
ら
に
検
討
を
進
め
て
ま
い

り
ま
す
。

留
萌
市
の
財
政
は　
　

な
ぜ
悪
化
し
た
の
か

　

留
萌
市
は
こ
れ
ま
で
、平
成　

年
１２

３
月
に
策
定
し
た「
財
政
健
全
化
計

画
」に
基
づ
き
投
資
事
業
や
職
員
の

給
与
な
ど
で
き
る
限
り
の
歳
出
削
減

を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、長
引
く
景
気
の
低
迷
に

よ
る
影
響
、国
に
よ
る「
三
位
一
体
の

改
革
」の
影
響
に
よ
り
、収
支
の
均
衡

が
保
て
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
税
や
地
方
交
付
税
の
減
少
は
、

留
萌
市
に
限
っ
た
も
の
で
は
な
く
、

他
の
ま
ち
に
も
同
じ
こ
と
が
言
え
ま

す
が
、留
萌
市
は
平
成
４
年
度
か
ら

の
国
の
景
気
対
策
に
合
わ
せ
、道
路

や
下
水
道
、港
湾
と
い
っ
た
公
共
事

業
の
他
、公
営
住
宅
や
美
サ
イ
ク
ル

館
、学
校
の
建
替
え
や
保
健
福
祉
セ

ン
タ
ー
、さ
ら
に
は
温
水
プ
ー
ル
の

建
設（
病
院
会
計
で
は
市
立
病
院
の

移
転
改
築
）と
い
っ
た
懸
案
と
な
っ

て
い
た
大
型
事
業
の
推
進
が
短
期
間

に
集
中
し
て
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
の
事
業
の
た
め
に
借
り
入

れ
た
借
金
の
返
済
が
こ
こ
に
き
て
ピ

ー
ク
を
迎
え
て
い
ま
す
。
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自
治
体
の
財
政
力（
市
税
や
地
方

交
付
税
の
総
額
）を
留
萌
市
と
同
じ

よ
う
な
都
市【
表
１
】と
比
較
し
て
み

る
と
、留
萌
市
は
借
金
の
返
済
が
圧

倒
的
に
多
く
、財
政
圧
迫
の
大
き
な

要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、平
成　

年
度
は
多
額

１７

の
実
質
赤
字
予
算
の
編
成
と
な
り
、

平
成　

年
度
以
降
も
多
額
の
歳
入
・

１８

歳
出
の
構
造
的
ギ
ャ
ッ
プ
が
生
じ
る

た
め
、一
刻
も
早
い
抜
本
的
な
行
財

政
構
造
の
改
革
が
必
要
と
な
っ
て
い

ま
す
。

留
萌
市
の
財
政
を
ど
う

立
て
直
す
の
か

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、平
成　
１７

年
４
月
１
日
に「
留
萌
市
財
政
再
建

推
進
本
部
」を
設
置
、ま
た
、６
月
２

日
に
は
民
間
の
方
々
で
構
成
し
た

「
財
政
再
建
推
進
委
員
会
」を
立
ち
上

げ
、「
財
政
再
建
計
画
」策
定
の
た
め
、

さ
ま
ざ
ま
な
事
柄
に
つ
い
て
協
議
を

重
ね
て
き
ま
し
た
。

　

今
回
公
表
い
た
し
ま
し
た「
素
案
」

で
は
、で
き
る
だ
け
市
民
生
活
に
影

響
を
あ
た
え
ず
、大
幅
な
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
低
下
を
招
か
な
い

よ
う
に
す
る
た
め
、負
担

が
重
く
な
っ
て
い
る
公
債

費
の
平
準
化
に
取
り
組
み

な
が
ら
、財
政
再
建
を
図

っ
て
行
く
こ
と
を
考
え
て

い
ま
す
が
、市
民
の
み
な

さ
ん
が
ど
の
よ
う
に
お
考

え
か
、ご
意
見
を
い
た
だ

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

み
な
さ
ん
か
ら
の
ご
意

見
を
参
考
に
し
な
が
ら
、

市
民
と
行
政
が
一
体
と
な

っ
て
本
市
の
財
政
再
建
に

向
け
て
進
ん
で
行
け
る
よ

う
な
計
画
を
策
定
い
た
し

ま
す
の
で
、ご
理
解
と
ご

協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま

す
。

｢留萌市財政再建計画」（素案）に対するパブリックコメント手続き

公債費と赤字額の見込み�
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　市が基本的な計画などを策定するときに、事前にそ

の案を広く公表し、それに対する市民の皆さんのご意

見を考慮して意思決定を行う手続きのことです。

＜郵便の場合＞

〒０７７－８６０１　　留萌市幸町１丁目

留萌市企画財政部財政グループ「財政再建計画」担当

＜ファクシミリの場合＞

０１６４－４３－８７７８

留萌市企画財政部財政グループ「財政再建計画」担当

＜電子メールの場合＞

　　ｒｕｍｏｉ－ｃｉｔｙ＠ｅ－ｒｕｍｏｉ．ｊｐ
※財政グループ窓口に直接お持ちいただいても結構です。

平成１７年９月３０日（金）～平成１７年１０月１４日（金）

（郵便の場合、当日消印有効）

１　個人でご提出いただく場合は、氏名・住所・年齢・性

　別を、団体等でご提出いただく場合は、名称・所在地・

　代表者名を必ず明記して下さい。

　　これらが明記されていないものにつきましては、

　受付できませんのでご注意下さい。

２　提出様式は任意のもので構いませんが、ご意見・ご

　提言の１項目ごとに様式１枚のご提出をお願いしま

　す。

１　提出いただきましたご意見・ご提言を参考にして

　「計画」を策定いたします。

２　「計画」を策定したときには、いただきましたご意

　見・ご提言の概要とそれに対する留萌市の考え方な

　どを広報やホームページなどで公表いたします。

　　なお、ご意見等のうち、単なる賛否のみの表明や公

　表した計画案に関連のないものにつきましては、留

　萌市の考え方を公表しない場合があります。

　パブリックコメント手続きとは

　提出方法及び提出先

　募集期間

　留萌市では、財政再建に向けた基本指針となる「留萌市財政再建計画」（以下「計画」）を策定する
にあたりまして、パブリックコメント手続きを実施いたします。

　提出していただく際のご注意

　ご意見・ご提言の取り扱い

お問い合わせ
留萌市企画財政部財政グループ　０１６４－４２－１８１３（直通）

留萌市財政再建計画（素案）
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みなさんのご意見をお寄せください
6

収
支
試
算
の
考
え
方

　

現
状
の
ま
ま
、
何
も
財
源
対
策
を
と
ら
な

か
っ
た
場
合
を
前
提
と
し
て
、
次
の
と
お
り

試
算
し
ま
し
た
。

〈
歳　

入
〉

①
市
税
等

　

現
行
制
度
が
継
続
さ
れ
る
も
の
と
し
て
、

平
成　

年
度
予
算
を
基
に
試
算
し
ま
し
た
。

１７

　

今
後
行
わ
れ
る
税
制
改
正
に
つ
い
て
は
、

考
慮
し
て
い
ま
せ
ん
。

・
個
人
住
民
税
：　

歳
以
上
の
人
口
減
少
（
毎

２０

年
２
％
の
減
少
）
を
考
慮
し
、
ひ
と
り
当
た

り
の
住
民
税
の
減
少
を
平
成　

年
度
ま
で
毎

２１

年
２
％
と
し
て
試
算
し
ま
し
た
。

　

平
成　

年
度
か
ら
は
定
率
減
税
の
廃
止
、

１８

年
金
の
所
得
控
除
の
変
更
、
老
年
者
控
除
の

廃
止
、
及
び
老
年
者
非
課
税
の
廃
止
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

・
法
人
市
民
税
：
平
成　

年
度
ま
で
は
景
気

２１

動
向
を
考
慮
し
た
減
少
を
４
％
見
込
ん
で
試

算
し
ま
し
た
。

・
固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
：

評
価
替
の
基
準
年
度
（
平
成　

・
平
成　

・

18

21

平
成　

）
に
減
少
分
２
％
を
見
込
ん
で
試
算

24

し
ま
し
た
。

・
そ
の
他
の
税
：
収
入
実
績
の
推
移
を
参
考

に
試
算
し
ま
し
た
。

②
地
方
交
付
税

・
普
通
交
付
税
：
平
成　

年
度
算
定
結
果
を

１７

基
に
、
国
勢
調
査
人
口
を
平
成　

年
度
2
万

１７

7
0
0
0
人
、
平
成　

年
度
2
万
5
2
0
0

22

人
に
置
き
か
え
、
職
員
給
与
費
の
減
額
な
ど

を
見
込
ん
で
試
算
し
ま
し
た
。

　

平
成　

年
度
に
は
、
三
位
一
体
改
革
に
よ

１９

り
平
成　

年
度
と
同
程
度
の
削
減
が
あ
る
も

１６

の
と
し
ま
し
た
。

・
特
別
交
付
税
：
平
成　

年
度
予
算
額
で
固

１７

定
し
ま
し
た
。

③
そ
の
他

　

臨
時
財
政
対
策
債
は
平
成　

年
度
予
算
額

１７

で
固
定
し
ま
し
た
。

　

減
税
補
て
ん
債
は
定
率
減
税
の
廃
止
に
よ

り
平
成　

年
度
は
半
減
、
平
成　

年
度
か
ら

１８

１９

は
ゼ
ロ
と
し
ま
し
た
。
そ
の
他
に
つ
い
て
は

平
成　

年
度
予
算
額
で
固
定
し
ま
し
た
。

１７

〈
歳　

出
〉

①
職
員
給
与
費

　

職
員
数
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
定
員
モ
デ

ル
と
比
較
し
て
不
足
す
る
分
を
採
用
す
る
も

の
と
し
て
、
定
期
昇
給
を
考
慮
し
推
計
し
ま

し
た
。
退
職
手
当
に
つ
い
て
は
定
年
退
職
者

分
を
推
計
し
ま
し
た
。　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　

②
公
債
費

　

平
成　

年
度
と
同
額
の
市
債
発
行
見
込
み

１７

に
よ
り
推
計
し
ま
し
た
。

③
そ
の
他

　

扶
助
費
は
各
事
業
の
過
去
の
伸
び
率
等
を

勘
案
し
て
試
算
し
ま
し
た
。

　

繰
出
金
は
医
療
費
、
介
護
給
付
費
の
伸
び

な
ど
各
会
計
の
収
支
見
込
み
に
よ
り
試
算
し

ま
し
た
。

　

補
助
金
等
は
平
成　

年
度
予
算
を
基
に
臨

１７

時
的
な
も
の
や
期
限
付
き
の
も
の
を
考
慮
し

て
推
計
し
ま
し
た
。

　

投
資
的
経
費
は
平
成　

年
度
予
算
で
固
定

１７

し
ま
し
た
。

　

臨
時
的
政
策
経
費
は
平
成　

年
度
予
算
を

１７

基
に
選
挙
費
を
考
慮
し
て
推
計
し
ま
し
た
。

　

一
般
行
政
経
費
は
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
ご
と

に
試
算
し
ま
し
た
。

財
政
再
建
計
画

財
政
再
建
計
画�
財
政
再
建
計
画

財
政
再
建
計
画�
財
政
再
建
計
画�

（
素
案
）

（
素
案
）�

（
素
案
）

（
素
案
）�

（
素
案
）�

平
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年
９
月 
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市�
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財政収支試算（平成１７年度～平成２６年度）

  
１ 
現
状
で
の
収
支
試
算

177

　

市
税
は
景
気
動
向
が
不
透
明
で
伸
び
は
見

込
め
ず
、
地
方
交
付
税
も
人
口
の
減
少
に
伴

っ
て
減
少
し
て
い
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
、
こ

の
ま
ま
の
状
態
で
何
の
手
だ
て
も
講
じ
な
け

れ
ば
、
１
、
２
年
後
に
は
財
政
再
建
団
体
へ

の
転
落
が
確
実
な
状
況
と
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

財
政
再
建
団
体
に
な
っ
て
し
ま
う
と
、
国

と
い
う
「
管
財
人
」
の
指
導
・
監
督
の
も
と

で
、
留
萌
市
の
場
合
に
は
１
年
間
で　

億
円

１０

規
模
の
再
建
策
を
計
画
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
地
域
の
状
況
や
住
民
の
要
望
に
は
関

係
な
く
、
単
純
に
経
費
の
削
減
だ
け
に
縛
ら

れ
、
し
か
も
自
治
権
の
大
幅
な
制
限
を
余
儀

な
く
さ
れ
、
住
民
に
対
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス

が
お
ざ
な
り
に
な
る
ば
か
り
か
、
住
民
生
活

に
多
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
り
か
ね

ま
せ
ん
。

○
財
政
再
建
計
画
の
計
画
期
間
は
、
平
成　
１７

年
度
〜
平
成　

年
度
ま
で
の　

ヵ
年
と
し
ま

２６

１０

す
。

○
平
成　

年
度
か
ら
平
成　

年
度
の
５
ヵ
年

１７

２１

を
「
集
中
取
組
期
間
」
と
し
、
数
値
目
標
を

掲
げ
実
行
し
ま
す
。
た
だ
し
、
早
期
に
取
り

組
め
る
も
の
は
目
標
年
度
の
前
倒
し
を
図
り

ま
す
。

○
現
時
点
で
は
、
三
位
一
体
改
革
に
よ
る
平

成　

年
度
か
ら
の
税
源
移
譲
（
所
得
税
か
ら

１９
個
人
住
民
税
へ
の
税
源
移
譲
）
の
影
響
額
が

明
ら
か
で
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
当
面
、
平

成　

年
度
ま
で
の
３
ケ
年
を
「
重
点
期
間
」

１９
と
位
置
付
け
て
、
具
体
的
な
再
建
計
画
実
施

項
目
を
策
定
し
、
再
建
に
取
り
組
む
こ
と
と

し
、
税
源
移
譲
や
地
方
交
付
税
の
見
直
し
が

明
ら
か
に
な
れ
ば
、
そ
の
都
度
ロ
ー
リ
ン
グ

方
式
で
再
建
計
画
を
見
直
し
ま
す
。

○
「
集
中
取
組
期
間
」
最
終
年
度
の
平
成　
２１

年
度
に
、
歳
出
削
減
、
歳
入
増
収
の
効
果
額

約
７
億
円
の
目
標
を
掲
げ
、
次
の
「
財
政
再

建
実
施
項
目
」
に
取
り
組
み
ま
す
。

歳
出
削
減
策

①
職
員
給
与
費
の
削
減

　
（
特
別
会
計
、
消
防
職
員
含
む
）

　

職
員
給
与
費
の
総
額
を
抑
制
す
る
た
め
、

職
員
数
の
削
減
、
給
料
・
職
員
手
当
の
見
直

し
を
行
い
ま
す
。

△ 7.4 △ 15.1

△ 33.5

△� 44.0
△ 51.5

△ 58.8
△ 64.2 △ 67.6 △ 68.6

△ 75

△ 60

△ 45

△ 30

△ 15

累積�収支�
・・・・��・・��再建�団体転�落ライン�

△ 24.1

90.4 88.9 86.4 86.8 86.3 86.2 85.8 85.4 84.6 83.6

97.8 96.5 95.4 96.2 96.8 93.7 93.1 90.8 87.9 84.6

50

60

70

80

90

100

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

歳入� 歳出�

【　�財政�収支�試算�（一�般財�源ベ�ース�）　�】� （単位�：億円�）�

削減効果額年　　度

－平成17年度

3億5500万円平成18年度

4億5800万円平成19年度

5億3600万円平成20年度

5億5500万円平成21年度

留萌市財政再建計画（素案）

  
３ 
財
政
再
建
実
施
項
目

  
２ 
計
画
の
期
間
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・
定
員
適
正
化
計
画
の
推
進

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

２０６

　

平
成　

年
度
〜
平
成　

年
度
ま
で
の
定
員

18

22

適
正
化
計
画
を
平
成　

年
度
に
策
定
し
、
組

17

織
の
ス
リ
ム
化
や
施
設
管
理
の
民
間
委
託
な

ど
を
推
進
し
、
職
員
数
の
削
減
を
実
施
し
ま

す
。

・
職
員
給
与
の
引
き
下
げ

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

１２５

　

平
成　

年
度
に
実
施
し
て
い
る
独
自
削
減

１７

と
同
じ
内
容
（
給
料
７
％
の
削
減
、
期
末
手

当
管
理
職
０
・
２
ヶ
月
・
係
長
以
下
０
・
１

ヶ
月
削
減
、
役
職
加
算
支
給
凍
結
、
管
理
職

手
当　

％
削
減
）
を
継
続
し
ま
す
。

２０

・
人
事
院
勧
告
に
基
づ
く
給
与
制
度
改
正

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

７７

　

地
域
給
与
制
度
の
導
入
な
ど
に
よ
る
給
与

削
減
を
実
施
し
ま
す
。

・
給
与
制
度
の
見
直
し

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

１５

　

公
務
員
制
度
改
革
（
給
与
制
度
含
む
）
に

沿
っ
た
給
与
制
度
を
適
用
し
、
現
行
の
職
務

職
階
を
見
直
し
ま
す
。

　

ま
た
、
特
殊
勤
務
手
当
を
全
面
的
に
見
直

し
、
本
来
業
務
手
当
で
あ
り
給
料
の
重
複
支

給
に
該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
も
の
や
時
代
に

合
わ
な
い
手
当
は
廃
止
し
ま
す
。

・
特
別
職
の
給
与
・
退
職
手
当
の
見
直
し

　

〜
現
在
検
討
中

・
市
議
会
議
員
報
酬
等
の
見
直
し

　

〜
現
在
検
討
中

②
神
居
岩
ス
キ
ー
場
事
業
特
別
会
計
の
廃
止

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

１０

　

圧
雪
車
の
老
朽
化
や
リ
フ
ト
支
柱
の
安
全

性
（
次
回
改
修
は
全
面
改
修
と
な
る
）
を
考

慮
し
て
、
平
成　

年
度
（
平
成　

年
度
シ
ー

１８

１７

ズ
ン
を
最
後
）
か
ら
は
観
光
施
設
と
し
て
の

ス
キ
ー
場
は
廃
止
し
ま
す
。

③
臨
海
土
地
造
成
地
の
早
期
売
却

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　

４
百
万
円
】

２１

　

売
却
目
的
で
造
成
を
進
め
て
い
る
三
泊
地

区
の
開
発
用
地
（
平
成　

年
度
で
事
業
終
了
）

２０

の
早
期
売
却
を
目
指
し
ま
す
。

④
公
共
施
設
の
適
正
配
置
・
維
持
管
理
事
業

の
見
直
し

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

２２

　

類
似
機
能
を
持
っ
た
施
設
の
集
約
化
に
よ

る
利
用
率
の
向
上
や
施
設
維
持
管
理
水
準
の

見
直
し
、
指
定
管
理
者
制
度
※
の
導
入
な
ど

に
よ
り
、
施
設
維
持
管
理
経
費
を
圧
縮
し
ま

す
。

※　

指
定
管
理
者
制
度

　

こ
れ
ま
で
公
的
団
体
や
市
の
出
資
法
人
な

ど
に
限
定
さ
れ
て
い
た
公
の
施
設
の
委
託
管

理
に
つ
い
て
、
議
会
の
議
決
を
経
て
、
地
方

公
共
団
体
の
指
定
を
受
け
た
「
指
定
管
理
者
」

が
代
行
す
る
制
度
で
、
こ
れ
に
よ
り
株
式
会

社
等
民
間
事
業
者
の
参
入
が
可
能
と
な
り
ま

す
。
今
ま
で
以
上
の
サ
ー
ビ
ス
向
上
と
経
費

の
節
減
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

⑤
一
般
施
策
経
費
の
見
直
し　
　
　
　
　
　

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

３４

　

事
務
事
業
評
価
を
行
い
な
が
ら
、
行
政
と

し
て
関
与
す
べ
き
分
野
と
民
間
に
委
ね
る
分

野
を
選
別
し
、
限
ら
れ
た
財
源
の
中
で
、
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
ニ
ー
ズ
や
必
要
性
を
一
か
ら

洗
い
直
し
ま
す
。

　
（
※
事
務
事
業
評
価
の
内
容
に
つ
い
て
は

後
日
、
改
め
て
広
報
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。）

⑥
補
助
金
等
の
見
直
し

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

２４

　

平
成　

年
度
以
降　

％
の
削
減
を
目
標
と

１９

２０

し
ま
す
。

⑦
投
資
的
経
費
の
見
直
し

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

１２

　

平
成　

年
度
以
降　

％
の
削
減
を
目
標
と

１９

２０

し
ま
す
。

⑧
そ
の
他
臨
時
施
策
の
見
直
し　

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

２６

　

平
成　

年
度
以
降　

％
の
削
減
を
目
標
と

１９

２０

し
ま
す
。

〈公共施設の適正配置・維持管理事業の見直し対象事業〉�
施設名� 内容� 施設名� 内容�

三泊漁船漁具保全施設� 廃止� マサリベツ望洋の森管理� 維持管理の休止�
水産加工総合管理センター� 廃止� はーとふる管理� 福祉分野の拠点化�
総合福祉センター（福祉三館）� 廃止� 図書館運営管理� 運営水準の見直し�
消費生活センター� 廃止� 観光施設� 指定管理者制度導入の検討�
旧末広児童館� 廃止� ふるさと館管理� 運営水準の見直し�
幌糠地区公�民�館� 学校の活用を検討� 東部地区公�民�館管理� 運営体制の見直し�
市営住宅管理� 使用料等の見直し� 中央公�民�館管理� 指定管理者制度導入の検討�
公園維持管理� 管理水準の見直し� 体育施設管理� 指定管理者制度導入の検討�
美サイクル館管理� 収集体制の見直し� 温水プール管理� 指定管理者制度導入の検討�
除雪車輌維持管理� 直営体制の見直し� コミュニティセンター管理�指定管理者制度導入の検討�
こさえーる� 減免制度の見直し�

一般会計職員数

職員数年　度

333人平成11年度

254人平成17年度

228人平成21年度

179

歳
入
増
収
策

①
市
税
収
納
率
の
向
上

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

６４

　

市
税
の
収
納
率
向
上
の
た
め
、
新
た
に
次

の
取
組
を
実
施
し
、
徹
底
し
た
未
収
金
の
回

収
に
努
め
ま
す
。

・
管
理
職
員
に
よ
る
徴
収

・
市
税
滞
納
者
に
対
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

　

制
限
及
び
停
止

・
悪
質
・
高
額
滞
納
者
の
公
表

・
専
門
調
査
官
の
配
置

②
保
育
料
基
準
額
の
見
直
し

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　

８
百
万
円
】　
　

２１

　

留
萌
市
独
自
で
減
額
し
て
い
る
基
準
額
表

を
見
直
し
ま
す
。（
国
の
基
準
を
限
度
に
し

ま
す
。）　

〜
平
成　

年
度
か
ら
実
施

１８

③
税
外
収
入
収
納
率
向
上

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　

２
百
万
円
】

２１

　

市
税
同
様
、
収
納
率
向
上
の
た
め
、
連
帯

保
証
人
の
厳
正
な
運
用
や
少
額
訴
訟
制
度
の

活
用
も
検
討
し
ま
す
。

④
衛
生
セ
ン
タ
ー
使
用
料
の
見
直
し

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

１４

　

衛
生
セ
ン
タ
ー
使
用
料
を
適
正
な
負
担

（
維
持
管
理
経
費
の　

％
）
に
見
直
し
ま
す
。

５０

同
様
に
、
し
尿
処
理
手
数
料
も
見
直
し
ま
す
。

〜
そ
れ
ぞ
れ
平
成　

年
度
か
ら
実
施

１９

⑤
下
水
道
区
域
内
に
お
け
る
し
尿
処
理
手
数

　

料
の
差
別
化

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　

２
百
万
円
】

２１

　

下
水
道
区
域
内
（
３
年
経
過
）
に
お
け
る

水
洗
化
未
実
施
世
帯
に
対
し
、
不
公
平
感
解

消
の
た
め
に
、
し
尿
処
理
手
数
料
の
加
算
を

実
施
し
ま
す
。
〜
平
成　

年
度
か
ら
実
施

１９

⑥
受
益
者
負
担
の
適
正
化

　

行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
、

使
用
料
・
手
数
料
で
不
足
す
る
部
分
に
つ
い

て
は
、
結
果
と
し
て
税
金
を
投
入
す
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。
財
政
に
余
裕
が
あ
る
時
は
、

市
税
を
投
入
す
る
こ
と
も
可
能
で
し
た
が
、

現
在
の
財
政
状
況
を
考
え
る
と
、
サ
ー
ビ
ス

を
利
用
す
る
人
に
は
応
分
の
自
己
負
担
を
し

て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

市
民
理
解
を
得
な
が
ら
、
使
用
料
・
手
数

料
な
ど
の
受
益
者
負
担
を
見
直
し
ま
す
。

〈
見
直
し
対
象
〉

・
施
設
使
用
料

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　

１
百
万
円
】

２１

中
央
公
民
館
、
文
化
セ
ン
タ
ー
、
ス
ポ
ー
ツ

セ
ン
タ
ー
な
ど　

〜　

見
直
し
作
業
中

有
料
公
園　
　

神
居
岩
パ
ー
ク
ゴ
ル
フ
場　

〜
平
成　

年
度
か
ら
実
施

１８

・
ご
み
処
理
手
数
料

　
【
平
成　

年
度
効
果
額　
　

百
万
円
】

２１

５３

　

家
庭
ご
み
処
理
経
費
の
、
お
お
む
ね
半
分

を
負
担
し
て
い
た
だ
く
よ
う
に
見
直
し
ま
す
。

　

〜
平
成　

年
度
か
ら
実
施

１９

　

ま
た
、
目
的
外
使
用
条
例
を
制
定
し
、
公

共
施
設
を
事
務
所
と
し
て
占
用
し
て
い
る
団

体
な
ど
か
ら
、
光
熱
水
費
な
ど
の
実
費
負
担

分
を
徴
収
し
ま
す
。　

〜
平
成　

年
度
か
ら

１８

実
施

⑦
広
告
料
収
入
な
ど
、
新
た
な
収
入
の
確
保

を
検
討
し
ま
す
。

〈一般施策経費の見直し対象事業〉�

事業名� 内容� 事業名� 内容�
融雪設備設置資金貸付事業� 廃止� 除雪対策事業� 改善�
農�業収穫祭事業� 廃止� 礼受牧場管理事業� 改善�
夕陽ＰＲ事業� 廃止� 季節労働相談�員�配置事業� 改善�
永年勤続�表�彰事業� 廃止�
介護サービス利用者負担軽減対策事業� 廃止�
訪問介護事業� 廃止� 保健衛生事業（各種検診事業）� 改善�
高齢者移送サービス事業� 廃止� 高齢者電話サービス事業（安否確認）� 改善�
通学合宿事業� 廃止�
青少年団体リーダー講習会参加事業� 廃止�
自立認定者に対する通所サービス事業� 段階廃止�高齢者除雪サービス事業� 改善�
高齢者給食サービス事業� 段階廃止�重度障害者ハイヤー利用助成事業� 改善�
青少年教室事業� 段階廃止�ことばの教室� 改善�

あかしあ大学事業� 改善�
市�民�講座事業� 改善�

加工振興事業(事業委託分）� 休止� ブックスタート事業� 改善�
沿岸漁業経営近�代�化資金貸付事業� 休止� スクールバス運行事業� 改善�
勤労者融資事業� 休止� 教育総合センター事業� 改善�
きのこの森づくり事業� 改善� 優良青少年�表�彰事業� 改善�
分別収集事業（ごみ収集体制の見直し）� 改善� インフォメーションプラザ事業� 改善�
ロードヒーティング維持管理事業� 改善� 広報誌発行事業� 改善�

沿岸漁業資源増大対策事業（ウニ種苗放�
流、ハタハタ種苗生産放流等）� 休止�

地域医療対策事業（へき地輸送バス、日�
曜当番医）� 改善�

高齢者緊急通報システム事業（緊急通報�
用の電話貸与による安否確認サービス）�

改善�

増収効果額年　　度

1000万円平成17年度

3200万円平成18年度

1億1500万円平成19年度

1億3200万円平成20年度

1億4400万円平成21年度

改　正現　行

１０リットル

３０円

１０リットル

１５円

衛
生
セ
ン
タ
ー
使
用
料

１０リットル

８６.５円

１０リットル

７１.５円

し
尿
処
理
手
数
料

現　行

１０リットル

７１.５円

改　正

１０リットル

１１６.５円

現　行

１時間

１００円

改　正

１日

３００円

改　正現　行

Ｌ：１３０円
Ｓ：  ６５円

Ｌ：  ８０円
Ｓ：  ４５円

生
ご
み

Ｌ：１３０円
Ｍ：１００円
Ｓ：  ６５円

Ｌ：  ８０円
Ｍ：  ６０円
Ｓ：  ４０円

可
燃
ご
み

Ｌ：１６０円
Ｓ：  ８０円

Ｌ：１００円
Ｓ：  ５０円

不
燃
ご
み

留萌市財政再建計画（素案）
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財
政
圧
迫
の
要
因
と
な
っ
て
い
る
公
債
費

（
借
金
返
済
）
の
中
で
、
国
か
ら
高
い
利
率

（
３
％
〜
６
・
８
％
）
で
借
金
し
て
い
る
も

の
を
、
低
利
の
民
間
金
融
機
関
の
資
金
に
借

り
換
え
ま
す
。

　

こ
の
際
に
、
国
に
支
払
う
予
定
で
あ
っ
た

利
息
の
一
部
を
、
補
償
金
と
し
て
払
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
た
め
、　

年
間
で
約
５
億
円

１５

負
担
が
増
え
ま
す
が
、
返
済
が
ピ
ー
ク
を
迎

え
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
実
際
の
耐
用
年
数

よ
り
短
い
返
済
計
画
を　

年
か
ら　

年
程
度

１０

１５

延
長
す
る
こ
と
で
財
政
再
建
を
図
り
ま
す
。

ま
た
、
再
建
計
画
が
順
調
に
推
移
し
、
余
剰

金
が
発
生
し
た
と
き
に
は
、
繰
上
償
還
も
視

野
に
入
れ
ま
す
。

  
４ 
公
債
費
の
平
準
化

効　果　額年　　　度

3億9200万円平成17年度

7億6400万円平成18年度

7億  500万円平成19年度

3億4900万円平成20年度

     1200万円平成21年度

（返済期間延長計画例）�
・港湾整備事業（平成２年度借り入れ 金額３１百万円 利率６.６％） 
平成２２年度までの返済期間を、平成３２年度までに延長�
Ｈ3 Ｈ18 Ｈ�22 Ｈ53

実際の耐用年数　50年�

15年間で返済�
（返済期間を10年間延長）�

借換が認められる耐用年数（最高30年）�

Ｈ32

・現�在の返�済計�画　20年�

・借換�後の�返済計�画　30年�

補�償金を含め�て�
借�り入れるた�
め�、総額で3百�
万�円負担増�

返済残額�15百万円�

借換後�返済額　�18百万円�

グラフに�すると・�・�
公債費�償還の�推移�

3.1

0.2 0.2 0.9
1.6 1.6 1.5 1.5 1.5 1.5 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4

0.7

3.13.13.13.1

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

現在�
借換後�

計 15.5
計 18.3

負�担増　� 2.8

財政�収支試�算（一�般財�源ベー�ス）～�再建計�画実�施後� （単位：百万�円）�
Ｈ１７年度�Ｈ１８年度�Ｈ�１９年度�Ｈ２�０年度�Ｈ２１�年度�Ｈ２２年�度�Ｈ２３年度�Ｈ２４年度�Ｈ�２５年度�Ｈ�２６年度�
△� 7 41 △� 7 68 △� 8 97 △� 944 △� 1, 047 △� 750 △� 7 36 △� 5 40 △� 3 34 △� 105
△� 7 41 △� 1 , 509 △� 2 , 406 △� 3 ,350 △� 4, 397 △� 5, 147 △ 5, 883 △� 6,423 △� 6 , 757 △� 6 ,862

10 387 574 668 700 697 706 708 710 712
△� 3 92 △� 7 64 △� 7 05 △� 349 △� 1 2 88 182 241 303 337
△� 339 383 382 73 △� 335 △� 142 △� 212 △� 73 73 269
△ 339 44 426 499 164 22 △ 189 △� 262 △� 189 80

＊�各数値で端数�処理している�ため、積み�上げと合計が�一致しない場�合がありま�す。�

実施�項目�に基づ�く再建�効果�額　Ｂ�

再建前単�年度収支　�Ａ�

累積収支�

区�          分�

借換によ�る公債費削減�　Ｃ�

借換�後の�単年度�収支　�Ａ＋�Ｂ－Ｃ�

累積収支�

  
５ 
計
画
実
施
後
の
収
支
試
算

計画実施後の財政収支試算（平成17年度～平成26年度）

再
建
効
果
額
と
収
支
の
推
移

1711

（百万�円）�

【再建効果額】　　�

392

764 705

349

△ 182 △ 241 △ 303 △ 337

311 329

408

423 423 423 423 423

12
△ 88

423

44 129

128

132 135135135135128

115

153151149147145

10

32

132

144

△ 400

△ 100

200

500

800

1,100

1,400

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

公債費平準化� 職員給与費等�

その�他� 歳入増収策�

402

1,151
1,278

1,017

711 608 523 466 408 374

（単位：百万円）�

392

764 705

349

△ 182 △ 241 △ 303 △ 337

10

129

128

132 135135135135128

【収支不足額の推移】�

△ 750

△� 736

△� 540 △� 334
△� 105

△� 1,047△� 944
△ 897

△� 768△� 741

△ 339

383 382 73

△� 335
△� 142 △� 212

△ 73 73 269

△� 1,200

△ 700

△ 200

300

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

再建前収支不足額�

再建後収支不足額�

（単位：百万円）�

【累積収支の推移】�

△� 5,147
△� 5,883

△� 6,423 △� 6,757 △ 6,862

△� 4,397
△� 3,350

△ 2,406△� 1,509△� 741

△ 339 44 426 499 164 22

△� 189 △ 262 △ 189

80

△� 8,000

△� 6,000

△� 4,000

△� 2,000

0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

①収支不足額�（計画前）�

②収支不足額�（計画実施後）�

（単位：百万円）�

【再建効果額】
公債費の平準化を含めた再建項目を実施することで、平成２０年度まで大きな効果額が現れます。公債費の返済計画を延長するこ
とで、平成２２年度からは今の返済額よりも増えることになりますが、この増える部分については、職員の給与も含めたトータル
した再建策でカバーすることで、負担が増えても平成２６年度で３億７千万円の再建効果が現れます。
今回の素案では、できるだけ市民生活に影響を与えず、大きな行政サービスの低下を招かないように、再建効果額の約６割を職
員給与費が占める形となっています。

【収支不足額の推移】
公債費の平準化を含めた再建項目を実施すると、平成１７年度は３３９百万円の赤字になりますが、平成１８年度以降の３年間は、公債
費平準化の効果により（元金償還の据え置き期間を設けるため）黒字になります。平成２１年度からはしばらく赤字が見込まれま
すが徐々に回復し、平成２５年度からは黒字になり、以後赤字になることはありません。

【累積収支の推移】
何も手を打たなかった場合には、平成１８年度には再建団体に転落する状況ですが、公債費の平準化を含めた再建項目を実施する
ことで黒字に転換します。平成２３年度からの３カ年に赤字が生じる見込みですが、基金（社会福祉振興基金と公共施設整備基金
で、平成２３年度残高約６億円）を活用すれば赤字に転落することなく再建が可能となります。

　　も手だてを講じなければ、平成１８年度には
　　財政再建団体に転落の危機でしたが、職員
給与の見直しなどによる市役所内部の改革や、
受益者負担の適正化、行政サービスの見直し、
税・税外収入の収納率向上などの財政再建実施
項目の実行と公債費の平準化によって、留萌市
の経済や市民生活に急激な影響を及ぼすことな
く、自主的な財政再建を進めていきます。

平成１８年度は

どうなるの？

エフエムもえるの留萌市
情報番組「おもいっきり
留萌市」で「留萌市財
政再建計画（素案）」に
ついてお話します。

日時 10月3日（月）
　　 午前9：45～午前10：00

何

留萌市財政再建計画（素案）


